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国際労働移動における出稼型のメカニズム
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1. はじめに
第2次大戦後における国際労働移動の大きな特徴は，戦前の永住型移民
(permanent migrant)に代って，出稼労働者 (guestworker)が圧倒的に多くな
ったことであろう。それらの労働者は生涯に 1度ない何度か外国に出稼にいっ
て働き，最終的には故国に帰るというパクーンをとる人達である。
このことは，西ドイツのようにゲストアルバイクーが政策的に意図されてい
る場合もあるが，フランスのように伝統的に移民に寛大な方針をとる国におい
ても，今日では出稼型が圧倒的に多いのである。他のヨーロッバ諸国において
も同様である。また，アメリカのように，メキシコやカリプ海諸国からの労働
者が， 年間数か月程度出稼ぎにくるのを繰り返しているのもよく知られてい
る。中東の産油国には， 湾岸戦争前にはアラプ諸国やアジア諸国から500万人
もの労働者が働いていたといわれているが，その多くは出稼ぎ労働者であり，
その送金額が送出し国の輸出に匹敵する額に達していたことは出稼型であるこ
とを示している。また，アフリカ大陸では，多くの労働者は他国の鉱山やプラ
ンテーション農場へ出稼ぎの旅をおこなっていることも， しばしば指摘されて
いる。日本においてもこのことは顕著で，近年急増している外国人労働者の殆
どが日本では永住する意志のない出稼ぎ労働者である。もっとも，こうした出
稼ぎ労働者のなかに， やがて受入れ国で結婚し， あるいは家族を呼び寄せ，
永住するものも多少は出てくることは否定できない。しかし，受入れ国で骨を
埋める覚悟で渡った戦前の，とりわけ19世紀の移民とは基本的に異なる特徴が
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見出されるのである％
このような移民型から出稼型への変化に影響を与えた要因として指摘されて
いるのは， 第2次大戦後における航空輸送の普及と， 航空運賃の低下であろ
ぅ2)。 すなわち，現代においては先進国や産油国と多くの開発途上国との賃金
格差ははなはだしく大きいが，しかし，永住移民による労働者とその家族のコ
ストもまた大きい。航空輸送の普及と航空運賃の低下とは，出稼ぎというかた
ちで労働の提供を容易にさせるようになった。このことはまた，労働の受入れ
国においても，周期的性質をもつ労働不足に対応して好都合なものとして歓迎
された。けれども，そのような歴史的，外在的理由ではなく，国際労働移動そ
のもののなかに，それが本来テンボラリーである性格が内在されているのでは
ないだろうか。小論はこの点に着目するものである。
この問題に関連して，出稼ぎ労働者を明確に仮定して国際貿易と国際労働移
動の理論を試みたものに， Krauss(1976), Rivera-Batiz (1983), Ethier(l985) 
等の業績がある。しかし，それらは出稼ぎ労働者を伝統的貿易理論に組み入れ
たものであって，出稼ぎそのものが何故おこなわれるかを説明するものではな
い。その後， Hill(1987), Djajic-Milbourne (1988), Djajic (1989)等によっ
て，受入れ国と送出し国における異時的消費の効用最大を求めるというかたち
で，出稼ぎ労働者の行動を求めるモデルが考案された。これらをライフ・サイ
クル (lifecycle)モデルと呼ぶことにしよう。けれども， 出稼ぎ労働者が異時
的最適化を図るという行動原則は是認されても，それが消費の効用について言
えるであろうか。異なった国の異なった時点におけるに消費の効用は簡単には
1)第2次大戦後の国際労働移動が出稼ぎ型であることについての事実は， Pioer 
(1979)のほか， Hill(1987), Djajic (1989) の論文の最初の部分にも触れられて
いる。日本語の文献としては，桑原靖夫「国境を越える労働者」岩波新書， 1991,
参照。
2)国際旅客運賃の最近の低下については，坂本昭雄氏によると， 1964年から1986年ま
での22年間において，東京――・ホノルJレ間の普通エコノミークラス運賃の指数（実
質）は 100から 29に，東京ーーロンドン間のそれは同じく 100から45に低下してい
る。坂本昭雄『現代空運論」成山堂， 1988,134-135ペー ジ。
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比較出来ないはずである。非貿易財がますます増加していることを考えられた
い。したがって，消費の効用を一律に利子率で割り引いただけで比較するライ
フサイクル・モデルは問題であるように思われる。
いま 1つは， Stark(1978, 1991a, 1991b)による，家族が収入のリスク分散を
はかるために，その成員を外国で働かすという想定である。 Starkはそれによ
って，開発途上国の労働移動の説明を試みている。これを投資のリスク分散とア
ナロガスな考え方として， ポートフォリオ・セレクション (portfolioslection) 
モデルと呼ぶことにしよう。 Mincer(1978)にもこの種の考え方が見られる。
けれども，この仮説は内外にリスクの分散という意図は理解できるとしても，
それは家族についてだけであろうか。家族を持たない出稼ぎ労働者も多いはず
である。また，家族の反対を押し切って外国へ渡るという若者も見られるであ
ろう。また，・かりに家族の成員について考えてみても，この仮説は労働の内外
分散は説明できても，それには永久分散も含まれるのであって，一定期間ご帰
国するという期間性は説明できない。
さて，小論も基本的にはライフサイクル・モデルに属するものであるが， 1 
つは消費の効用ではなく所得（賃金）そのものの効用を最大化するモデルを提
起するものである（第2節）。 もう 1つは， 所得リスクの分散を同時的家族間
でおこなうのではなく， 1労働者が異時的におこなうと想定するものである
（第3節）。この意味で小論の 2つのモデルは， それぞれ上記のライフサイクル
・モデルとポートフォリオセレクション・モデルを修正，折衷したものといえ
よう。しかし，出稼ぎ期間の決定という目的に焦点を当てて，大幅に簡略化し
たモデルを考案したこと，そのため，主として図による説明に依拠しているこ
とを断っておきたい。
2. 所得効用最大化モデル
所得効用最大化モデルとは， 労働者が外国で出稼ぎによって得られる所得
環密には賃金）の効用と自国へ帰国後の所得の効用との和が最大になるように
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行動すると想定するものである。いま，国際間を移動する代表的な労働者を仮
定し，この労働者の生涯労働時間をT年とし， そのうち，最初の t年を出稼ぎ
期間として受入れ国（以下では外国という）で働き．後の T—t 年を送出し国
（以下では自国という）へ帰って働くと仮定しよう。 o<t<Tである。第2に，
自国，外国における年間賃金率を同一の貨幣単位（例えば SDR)で測れるとし
て，それぞれ所与のW1,W2とし，外国は自国より高賃金国，すなわち皿<w2
と仮定しよう。第3に，このモデルでは前記のように，賃金自体の効用がとり
上げられるが，それは財の効用と同様に，その総効用は増加するが，限界効用
は減少すると仮定しよう。
ただし，同じ金額の賃金についての（例えば lSDRの賃金の）限界効用， した
がって総効用は外国の方が自国よりも小さいと仮定しよう。このことは外国は
高賃金国，自国は低賃金国という前段の仮定から理解できるであろう。立ち入
っていえば，高賃金国は低賃金国よりも一般的な生活水準が高く，それだけデ
モンストレーション効果も働くから，同一賃金の限界効用は低いと考えられる
からである。さらに，非貿易財価格は賃金率に比例すると考えられるから，高
賃金国ではそれだけ非貿易財価格が高く，その分だけ賃金の限界効用を低下さ
せると考えられるからである。この同一賃金の限界効用の格差の仮定は重要で
あって，次の所得平準化モデルにおいても 1つの役割を果たすものである。
さらに，このモデルでは簡単化の理由のために次のことを仮定しよう。その
1つは，利子率を 0と仮定することによって，時間的な割引をせずに異時的な
数値を比較することにした点である。通常は， 現在価値に直す場合， あとの
時点の数値ほど大きく割り引かれ逓減を示すが，それは一定の規則的に逓減す
るものであるから，逓減しないと考えても，基本的に影響しないと考えられる
からである。この仮定は，以下のような動学モデルを極めて簡単なかたちに表
すことを可能とするであろう。もう 1つは，労働者の自国から外国への渡航費
用を無視したことである。それは現実に渡航費用が大きく低下していることに
もよるが，このようなモデルでは渡航費用を含めても，それは程度の差という
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だけで，これも結論に基本的に影響しないと考えられるからである。
これらの仮定にもとづいて，簡単なライフサイクル・モデルを提起しよう。い
ま，この労働者の生涯所得から得られる生涯効用（以下では単に生涯効用という）
を Uで表し，外国へ出稼ぎ期間の賃金総額 W1から得られる効用仏と，自
国へ帰国後の賃金総額 Wzから得られる効用 U2の和であると定義しよう。
すなわち，
U=U1CW1)鳴 (Wz)
U1'>0, U1 n <O, Uz'>O, U2n <O, 
ただし， W1=wit, W2=w2(T-t) (1) 
のように表そう。そうすると， Uを最大にするためには，
? ?
?― ― ?
? ?
― ー 』 (2) 
の条件が成立するようなtが存在しなければならない。 U1w1,Uzw'はそれぞれ
外国と自国の同一の賃金率についての限界効用 (Ui, 広の同一賃金率に関する偏
微分商）である。最初に挙げた仮定により，つねにW1>W2,U1w'<u2w'であり，
かつ U1w',Uzw'はいずれも賃金率をとおしてtに関する減少関数であるから，
このような条件を満たす点が， Tのどこかに唯 1つ存在するであろう。 (2)の条
件を満たす tを最適出稼ぎ期間 tpと呼ぽう。
これらの結果は，第 1図によって容易に説明される。これらの図において，
横軸は賃金総額ではなく，時間であることに注意されたい。しかし，賃金率が
一定で賃金総額は時間と比例するから，横軸は時間を表すと見倣してよいわけ
である。横軸 0102の間の長さは，この労働者の生涯労働時間Tであり，その
上の任意の点tは，生涯労働時間が出稼ぎ期間 0サと帰国後の期間 tOzに分け
られることを示すものである。
第 1図の上の図を見られたい。それは賃金総額の効用を示す。 01を原点と
して広を点線で描き，また， 02を原点として U2を点線で描いてある。仮
定によっていずれも上に凸状の増加曲線である。そして，一番上の凸状の曲線
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頃線）は Uを表す。 これより， Uが最大となる出稼ぎ期間を示す点わは U1
曲線の勾配と U2曲線の勾配（絶対値）がちょうど一致する点 Pの横軸座標に
示される。 このことは下の図により明確に示される。すなわち，下の図は両
国の同一賃金率の限界効用曲線 U1w', 約w'を描いたものである。仮定によ
り， u印＇曲線の勾配 OO対値）は U加＇曲線の勾配より小さい。 U1曲線の勾配は
(W1/W2)U1w1曲線であることに注意する必要がある。 したがって， 上の図で
U1, 砧両曲線の勾配が絶対値において一致するP点は．下の図では (Wi/W2)U1w'
曲線と U2w1曲線がクロスするP点にほかならない。そして，その横軸座標に
おいて最適出稼ぎ期間 0山が求められるのである。
このことは何を意味するか。それは，この労働者の出稼ぎ先の外国で獲得す
る賃金の限界効用が漸次低下して，やがて帰国後自国で獲得できる最初の賃金
の限界効用以下になれば，彼（彼女）等はその時点で帰国することを意味してい
る。したがって，その労働移動は出稼ぎとなるのである。ただし，図では示さ
れていないが，外国での賃金の限界効用が生涯期間の最後まで低下しても，な
お自国の最初の賃金率の限界効用よりも多い場合のみ，彼（彼女）等は定住移民
となるのである。
最後に，このモデルにおいて最適出稼ぎ期間の長短に影響を与える要因につ
いて考えてみよう。その第 1は，内外の賃金格差である。第 1図の下の図から
も明らかなように，内外の賃金格差妬/w2の縮小は最適出稼ぎ期間t*を短く
し，妬!w2の拡大は f*を長くすることは明らかであろう。例えば， W1'/w/ヘ
の縮小は交わる点を P'~移動させ，最適出稼ぎ期間を tp'へ減少させるであ
ろう。ただし，出稼ぎ期間をどれだけ短く，あるいは長くするかについては，
他国の賃金率の限界効用曲線の勾配による。
その第2は，外部的要因として，労働の限界不効用を考慮にいれることであ
る。いままで，両国における労働の限界不効用は同一で，かつ時間的にも変化
しないと考えてきた。 しかし， 労働者にとっても自国よりも外国における方
が，同じ労働の提供に対しても，その肉体的，心理的苦痛，つまり労働の不効
7 
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用は大きいと考えられるであろう。そのうえ，外国人労働者は一般に自国労働
者の嫌がる仕事につくことからも，その労働の不効用は大きくなるであろう。
もっとも労働の不効用が長期的に増大するかどうかはいちがいに言えない。そ
れはその労働者の適応性による。しかし，労働の不効用は自国においては長期
的に余り変化しないであろうが，外国においては馴れぬ労働という点を考える
と，長期的には多少増加するものと考えられる。かくして，労働の不効用は自
国におけるよりも出稼ぎ先の外国において大きく，かつ外国においては長期的
に逓増すると想定することは自然であろう。そうすれば，賃金の効用から労働
の不効用を差し引いた正味の効用は外国においては一層低下するはずである。
第1図において，労働サービスは時間で測られるから，横軸はまた労働サービ
スの量を表すと考えてよい。上の図に外国におけるこのような外国人労働の不
効用曲線 D1を描くことができよう。正味の効用が最大となる点は， U曲線
とD1曲線の接線の勾配が一致するところである。したがって， D1曲線の導
入は，それがない場合に比べて最大点をP"に最適出稼ぎ期間をt/'へ減少さ
せることは明らかであろう。下の図はこの労働の限界不効用曲線 Di'を導入
して同様に最大点P"を求めたものである。
3. 所得平準化モデル
所得平準化モデルとは，労働者が内外両国で働くことによって，生涯をとお
して所得（厳密には消費）を平準化させるように行動すると想定するものであ
る。前節において， 同一額所得（賃金）の限界効用は外国人労働者受入れ国
（外国）のにおけるよりも送出し国（自国）の方が大きいことを仮定した。したが
って，所得を平準化することは，しない場合よりも所得の総効用を大きくする
ことは明らかであろう。この理由で，所得平準化モデルは所得効用最大化モデ
ルの 1変種とも考えられるものである。
前節と同様に，代表的労働者を想定し， t(O<t<T)年の出稼ぎ期間と，外
国の自国の年間賃金率 W1,W2 (w1>w2)を仮定しよう。 また簡単化のために，
8 
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利子率を 0と仮定し時間的割引の問題を無視し，労働者の渡航費用も無視しよ
・ヽつ。
これらの仮定にもとずいてモデルを構築しよう。いま，この労働者が出稼ぎ
期間中に外国で毎年 S を貯蓄し，それを持ち帰って自国において毎年 aを年
金として消費し， しかも生涯予算がバランスする，つまり，貯蓄総額と年金総
額がバランスするとすれば，
st-a (T-t) = 0 (3) 
の条件が満たされなければならない。 aを目標年金といってもよいであろう。
また，この労働者の出稼ぎ期間中の貯蓄は，内外の賃金率の差に依存すると仮
定しよう。それは簡単化のために線型の関数関係を想定すれば，
s=a Cw1-w2)ただし， o;;:;a:;;,;1 (4) 
と表される。 a は内外の賃金格差からの貯蓄率で，外国で働くことによる増加
所得についての貯蓄性向である。 (4),(5)より， S を消去して，
a (w1 -w2) t=a (T-t) (5) 
の条件が求められるであろう。 この条件をみたす出稼ぎ期間んをかりに平準
化出稼ぎ期間と呼ぼう。それは一定の貯蓄率と目標年金において，出稼ぎ期間
中の貯蓄総額と帰国後の年金総額が一致するような出稼ぎ期間である。 しか
し，平準化出稼ぎ期間においても，この労働者の出稼ぎ期間中の外国での所得
渾密には消費）水準と帰国後の自国での所得 OO密には消費）水準とが完全に平
準化しているというわけではない。すなわち，外国での所得水準と自国での所
得水準は，それぞれ，
w1-s=w1-a Cw1-w2) 
w2+a=w2+ 
a (w1-w2) t, 
(T-t,) 
(6) 
(7) 
，?
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であって，両者は多少は平準化はするが，完全に平準化，つまり一致する必然
性はない。出稼ぎ期間中の所得水準は一定であるが，帰国後の所得水準は平準
化出稼ぎ期間が長い場合は上昇することによって一致しないからである。そし
て，いずれの所得水準が高いかは， (6.6)と (6.7)の差，すなわち Cw1-w2)
{ (1-a) T-t,}の正負に依存するわけであるが， しかし Cw1-w2)>0より， 単
に(1-a)T-t,の正負に依存することが分かる。すなわち，平準化出稼ぎ期間
ゎく(1-a)Tであれば，出稼ぎ期間中の所得水準は帰国後の所得水準よりも高
く，ゎ>Cl-a)Tであれば， その逆であることが判明する。したがって，両者
が一致する出稼ぎ期間，
わ=(1-a)T (8) 
は完全平準化出稼ぎ期間であり，それは出稼ぎ期間中の貯蓄率に依存する。
これらの結果も容易に図に示される。第2図を見られたい。それは第1図と
同様に，この労働者の生涯労働時間 Tを横軸 Oi,02間の長さにとった図で
ある。上の図に 01を原点として a (w1 -w2) tを描こう。それは W1-W2の
勾配をもつ右上りの直線である。また，同じ図に a(T-t)を描こう。それは
縦軸上 aTの点を通り一aの勾配をもつ直線である。 これら両直線の交点 E
は，まさしく (6)条件が満たされる点であり，その横軸座標として平準化出稼ぎ
期間わが求められる。
下の図は縦軸に賃金率をとり， (6)と(7)を描いたものである。 (6)は横軸に平行
な直線であり， (7)はtに関する右上がりの双曲線である。すなわち， (7)はの縦
軸座標は t,=Oでは W2となり， t,=Tでは OOとなる曲線でる。したがって，
(6)は(7)とは 1点 Fにおいて交わり， その横軸座標として完全平準化出稼ぎ期
間わが求められる。
これらの図より，平準化出稼ぎ期間んと完全平準化出稼ぎ期間打の関係も
容易に明らかにされる。すなわち，ちを下の図について見てみよう。そこでは
出稼ぎ期間中の所得水準と帰国後の所得水準は多少平準化しているが，同じに
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はなっていない。 しかし， 出稼ぎ期間中の貯蓄総額 (steのボカシ部分）と帰国
後の年金総額(a(T-t、)のボカシ部分）一致している。そして，打はこのような t.
のなかでこの出稼ぎ期間中の所得水準と帰国後の所得水準が一致した唯一の点
である。
さて，普通は平準化出稼ぎ期間は完全平準化出稼ぎ期間より短い点に決まる
であろう。というのは，外国の所得の限界効用は自国の所得の限界効用よりも
小さいという仮定である。例えば，第2図の下の図で， t、の点のように所得水
準が完全に平準化していない点においても，所得の限界効用が同じになること
はありうる。しかし，打点では所得水準は同じであるけれども，その限界効用
は明らかに自国の方が外国よりも大きいはずだからである。
最後にこのモデルからも，出稼ぎ期間の長短に影響するいくつかの要因が考
えられる。第 1は内外の賃金格差の拡大である。例えば，受入れ国の賃金引き
上げ等の理由によって， 内外の賃金格差が拡大し， 第2図の上の図で a (wi' 
-wz')tになるとしよう。そのことは均衡出稼ぎ期間をしに短くする。しか
し，それだけではなく，内外賃金格差の拡大は貯蓄率も高めるであろう。その
ことは， a'(w1'-wz')tまで移動させ，平準化出稼ぎ期間を t."にさらに短く
するはずである。それはまた，下の図で， (7)曲線を上に移行させ， 内外の
所得を平準化させ，完全平準化出稼ぎ期間も t/へ移動させるであろう。要す
るに，内外の賃金格差が大きくなるほど，平準化出稼ぎ期間は二重に短くなる
ことが示される。このように，内外の賃金格差の拡大は前節の所得効用最大化
モデルにおいては，最適出稼ぎ期間を長くするが，所得平準化モデルにおいて
は平準化出稼ぎ期間を短くし，その効果は相反するのである。
もう 1つは外部的要因として，受入れ国政府や企業が外国人労働者が婦国す
れば別途に年金を支給するという形で，帰国奨励政策をとる場合を考えてみよ
う。 このことはその労働者自身の目標年金 aの値を小さくすることは明らか
であろう。それは第2図の上の図において， a (T-t)線を a'(T-t)へと下
方ヘシフトさせ，平準化出稼ぎ期間をゎ”へ短くすることは容易に示される。
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(7) 
le 
-.----------T------------.-
第 2 図
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ただし，このような政策は他の変数には影響を与えないから，完全平準化出稼
ぎ期間は変化させないし，もちろん最適出稼ぎ期間にも影響を与えない。
4. むすび
小論では，労働の国際移動のライフサイクル・モデルを修正，簡単化して，
所得効用最大化と所得平準化の 2つのモデルを提起した。そして，それらのモ
デルを用いて，外国人労働者の出稼ぎ期間がどのように決定されるかについて
考察した。
その結果，所得効用最大化モデルにおいては，外国人労働者がその稼得する
賃金の生涯効用を最大にする出稼ぎ期間が存在し，それは外国と自国の賃金の
限界効用が一致する点であることが判明した。そして，そのような出稼ぎ期間
を最適出稼ぎ期間と名付けた。また，所得平準化モデルにおいては，出稼ぎ期
間中に貯蓄してそれを帰国後に年金として費消し，両者がバランスするような
平準化出稼ぎ期間と，さらにそれによって出稼ぎ期間中と帰国後の所得水準が
完全に一致するような完全平準化出稼ぎ期間が存在することが判明した。そし
て，それらの出稼ぎ期間の長短に影響を与えるいくつかの要因について考察し
た。その最も大きな要因は内外の賃金格差であり，内外の賃金格差の解消は最
適出稼ぎ期間を短くするが，平準化出稼ぎ期間も完全平準化出稼ぎ期間も長く
することも明らかにされた。
これらは，いくつかの仮定に基づく極めて単純化なモデルにおいて得られた
結果であり，それをそのまま日本の外国人労働者を適用することは問題がある
かもしれない。しかし現在，日本と近隣の開発途上国との賃金格差は極端に大
きい。 この点から， 日本における外国人労働者の最適出稼ぎ期間は比較的長
く，他方，平準化出稼ぎ期間は比較的短い程度のことは言えるではないだろう
か。日本においては，比較的短期では彼（彼女）らは不満足だが，目標の貯蓄は
得られやすいということである。そして，平準化出稼ぎ期間をさらに短期化す
るためには，受入れ国の企業なり政府なりが，外国人労働者に対して追加年金
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を支払うことであった。もちろん，一時金であってもそれを年金として使用す
ればよいから，効果は同じであろう。この最後の点は現在日本の外国人労働者
政策に多少の適用性をもつであろう。
というのは， 日本では外国人労働者を受け入れたいが，永住されることが問
題だといわれる。また，短期の出稼ぎはよいが，定住移民にたいしては抵抗が
強い。そのため，外国人労働者を受け入れるけれども，一定の就労期限をつけ
たいという要望がなされている3)。小論の最後のところで指摘した政府や企業
からの拠出による追加年金を，一定期間に帰国を条件に支払うという制度をつ
くるならば，こうした要望に対する円滑，有効な政策でないかと思われるから
である4)0 
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